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 設置の趣旨等を記載した書類 

 

１．設置の趣旨及び必要性 

（１）経済学部経済経営学科の設置の趣旨及び必要性 

①学部の沿革  

富山大学経済学部は，昭和 28 年に当時の文理学部経済学科から改組することにより設置

された。昭和 49 年から経営学科が設置され，昭和 54 年には経営法学科が設置された。昭和

61 年には経営短期大学部を吸収合併することにより，夜間主コースを設置し，昼間主コース

との昼夜開講制となった。 

 これにより，本学部は経済学科，経営学科，経営法学科の 3 学科からなる昼夜開講制の社会

科学の総合学部として，学科間の有機的な連関のもとで特色ある教育体制を構築し，社会に有

為の人材を輩出してきた。また，経済学，経営学，法学はもとより，政治学，歴史学，社会学

など，人や組織が互いに関わりあって営まれる社会を研究対象とすることで，経済社会の制度

やメカニズム，企業の経営行動に対する深い探究と関連する社会科学諸分野に及ぶ幅広い見識

を活用することで，その時々の経済・経営環境の中で求められる課題解決に役割を果たしてき

た。 

 

②社会的背景 

少子高齢化と人口減少が急速に進み，また国際的な産業競争力の低下が顕著にみられる中

で，企業においては生産性や収益性の向上，新製品・サービス・事業の開発，環境問題への対

応などが求められている。行政機関においては，地域の魅力を活かした経済活動が求められて

おり，「富山県成長戦略」（2022 年２月 18 日策定）では，まちづくり戦略，地域のブランディ

ング，新産業の創出，スタートアップ支援などが重点施策として取り上げられている。これら

の今日的な多様性・複雑性を持った課題解決のためには，これまで以上に，経済学・経営学双

方にまたがる深い理解と幅広い知識が不可欠である。 

 一方で，そうした今日的な環境下において，従来とは抜本的に異なる新たな価値を作り出し

ていくために，企業そして行政機関の双方において，デジタル技術の活用も喫緊の課題となっ

ている。 

しかしながら，デジタル技術に対応した先端 IT 人材が 2030 年には 54.5 万人不足するとの

調査結果や，わが国企業が DX（デジタルトランスフォーメーション）の取り組みを進める際

に人材不足を挙げる企業が 53.1％と欧米企業の倍近くなっているとの結果から（教育未来創

造会議 2022 年），この分野での人材不足は相当深刻であることがわかる。 

政府が進める「デジタル田園都市国家構想」では，デジタル人材の育成・確保に関して，「全

ての人がデジタルリテラシーを獲得出来るようにするとともに，地域が抱える課題のデジタル

実装による解決を牽引するデジタル推進人材を育成する」（第３回デジタル田園都市国家構想

実現会議）ことが必要とされ，地域で活躍するデジタル推進人材を 2022 年度からの５年間で，

政府の各種施策を通じて 230 万人確保するとされている。 

こうした動向に対応し，地方自治体でもデジタル技術の活用推進に積極的に取り組んでお
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り，富山県では 2021 年，重要課題への取組みを部局横断的に推進する知事政策局にデジタル

化推進室が新設され，県の産業や地域社会の振興を図るべく，行政の DX や産業・地域社会の

DX，DX 人材の育成を行っている。富山市では，新設した「スマートシティ推進課」を中心に

「富山市版スマートシティ」を推進しており，「富山市センサーネットワーク」で得られたデ

ータを各種業務に活用するとともに，民間企業等にも富山市センサーネットワークを IoT 実

証実験環境として提供し，産業の活性化へ繋げる取り組みが行われている。 

㈱日本政策投資銀行北陸支店「企業行動に関する意識調査」によると，北陸の企業にとって

長期的に必要となる職能人材として，製造業では「AI・IoT 人材」が約 50％と最も多く，非

製造業においても高い割合を占め，データ分析などを担う AI・IoT 人材の需要は今後さらに

高まるものと見込まれており，北陸地域の企業においてもデジタル人材に対するニーズは高ま

っている。 

 このような背景のもとで，地方自治体，民間企業を問わずデータサイエンス（DS）の素養

を身に付けることが求められているが，特に，県内企業においては，分析したデータをビジネ

スにつなげていく能力を持つ人材の育成，データを分析し，意味を持たせ，価値を生み出す人

材の育成が必要とされている。（富山経済同友会提言「デジタル化推進による地域創成～「デ

ジタル・ワンチーム」とやま～」2021 年） 

また，（一社)データサイエンティスト協会調査・研究委員会の調査（令和 3 年）によると，

特に，企業から必要とされる DS 人材は「ビジネスタイプ」（ビジネス課題を抽出し，データ

を分析・活用して課題を解決できる人材）との指摘もあり，膨大なデータから，ビジネスに活

用する知見を引き出す中核人材が必要とされている。 

 

③経済学部に求められる人材像 

このようにみてくると，今後，社会科学分野の知識を活かし，課題解決にデータを分析・活

用して価値を生み出す人材が必要といえる。すなわち，経済・経営分野の高い専門性と分野横

断的な幅広い知識を持ちつつ，データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する人

材が求められている。 

したがって，社会に求められる人材を育成するためには，社会科学に対する知識・理解に加

え，データの分析・活用力を身に付けることが不可欠であるため，経済・経営を学ぶ学生すべ

てにデータの分析・活用力，すなわちデータサイエンスの素養を身に付けるための教育プログ

ラムが必要である。 

経済学部卒業生の主な就職先を業種別で見ると「製造・建設」，「情報・通信」，「金融・保険」，

「公務員」で約 7 割を占めている。また，地域別で見ると北陸 3 県（富山県，石川県，福井

県）での就職が約 6 割を占めている。 

まさに，経済・経営を学ぶ学生を育成し，北陸地域の企業・行政機関へ幅広く人材を輩出し

ている本学の経済学部において，すべての学生に対して，データサイエンスの基礎的な知識・

能力の育成を進め，上記のような社会的・地域的ニーズに対応することには大きな意義がある。 

 

④現行組織における課題と改組の必要性 
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経済学部では，令和４年度から社会データサイエンスコースを設けデータサイエンス教育を

推進しているが，コースは選択制のため，学生が自ら希望しなければ，データサイエンススキ

ルを身に付けることができないという課題がある。 

そこで，社会データサイエンスコースを全学生が受講する学部共通のコースと設定すること

も検討したが，現在の３学科の教育体制では，教員が学科ごとの縦割りで管理されており，科

目編成はそれぞれに学科でなされるため，教員が学科を越えて合同で教育プログラムの作成を

行うことは困難である。 

また，各学科で異なる学位を授与するため，自学科専門科目の履修に重きが置かれており，

経済学部の学生全てに今まで以上の十分なデータサイエンス教育や領域横断的な教育を行う

ことができないことも課題の一つとなっている。 

さらに，ここ十数年で経済学と経営学における研究手法や対象は，様々なデータ収集やアン

ケート調査など計量分析による実証アプローチがほとんどであり，基礎的な統計手法は経済学

と経営学で必須の知識となっている。 

以上より，経済学部を従前の３学科制から１学科制へ改組することで，社会科学分野の知識

を統合し，データを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する人材をより効率的かつ

効果的に育成し，社会・地域のニーズに応えることができるようになる。 

 

（２）養成する人材像及び３つのポリシー 

次の３つの方針のもとに人材を養成する。 

1) 社会科学に関わる高い専門性を身に付けることで問題の本質を適切に見極める力を養

う。 

2) 領域横断的な学修を通じた幅広い知識を身に付けることで課題解決に対して柔軟に発

想・創造する力を養う。 

3) データサイエンスの知識・技術を身に付けることでデータの中からエビデンスベース

で革新的な解決策を導く力を養う。 

このような方針のもと，学生の主要な就業先である(i)民間企業と(ii)行政機関，そして(iii)

両者に対するより高度な DS 人材の供給を想定し，IT・分析・業務の領域を俯瞰する知識を持

った人材を育成する。また，養成する人材像に応じて，経済・経営分野の高い専門性と分野横

断的な幅広い知識とデータを分析・活用力を身に付ける３つのプログラムを設ける。 

(i) 企業経営や経済活動に関する専門知識の上に，データサイエンスの素養を持ち，企業経

営に関わる諸課題を解決できる人材を養成する「企業経営プログラム」。 

(ii) 経済活動や法制度に関する専門知識の上に，データサイエンスの素養を持ち，公共政策

の立案・実装に貢献できる人材を養成する「公共政策プログラム」。 

(iii) データサイエンスの専門的能力を備え，企業経営や公共政策の意志決定に直結する応用

力を身に付けた人材を養成する「経済データサイエンスプログラム」。 

 

 経済学部では，「経済・経営分野の高い専門性と分野横断的な幅広い知識を持ちつつ，デー

タを分析・活用しながらビジネス・社会課題を解決する人材」を養成するため，卒業認定・学
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位授与の方針（ディプロマ・ポリシー），教育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）

及び入学者受入れの方針（アドミッションポリシー）を以下のように定める。【資料１】 

 

１) ディプロマ・ポリシー 

【卒業認定・学位授与方針】 

 経済学部では，本学部の目的に基づき所定の課程を修了し，「幅広い知識」，「専門的学識」，

「問題発見・解決力」，「社会貢献力」，「コミュニケーション能力」を身に付けた者に，学士（経

済経営学）の学位を授与する。 

 

２) カリキュラム・ポリシー 

【教育課程編成方針】 

 経済学部では，卒業認定・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げた５つの能力を身

に付けさせるため，経済学・経営学を中心とした社会科学分野に，データサイエンス分野も含

めた体系的な学修が可能となるよう教育課程を編成する。 

 

【教育課程実施方針】 

・１年次においては，幅広い知識を備えた人材を育成するために，教養教育を実施する。社会

科学の幅広い基礎の習得のため，経済，経営，法学，データサイエンスの「入門科目」を必

修科目として，加えて経済，経営の「共通基盤科目」を選択必修科目として実施する。 

  また，少人数型学習の導入教育として初年次ゼミナールを実施する。 

 

・２年次から，学生の関心や希望する進路に応じて「公共政策」，「企業経営」，「経済データサ

イエンス」のいずれかのプログラムに所属させる。 

 

・２年次には「経済系基盤科目」，「経営系基盤科目」，「データサイエンス系基盤科目」を実施

し，いずれのプログラムにおいても社会科学ならびにデータサイエンスの基盤科目を共通的

な知識として身に付ける。また，理系学部との連携による文理融合科目を実施し，幅広い知

識と実践的応用力を持った課題解決能力を養成する。 

 

・２年次以降は，選択したプログラムについてより深く学び，複雑な社会を自分自身で考える

力を身に付けさせるため，専門科目（プログラム基礎科目・プログラム発展科目）を幅広く

体系的に実施する。 

  また，領域横断的に学んで知識と視野を広げるために，他プログラムの基礎科目・発展科

目の履修を卒業要件の一つとする。 

  加えて，コミュニケーション能力を身に付けさせるため，必修科目として，２年次ゼミナ

ールを実施する。 

 

・３年次では，より専門的な知識とともに，ディスカッション能力やプレゼンテーション能力
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など社会人として必要なコミュニケーション能力を獲得させ，社会に貢献できる力を養成す

るため，2 年次に引き続き 3 年次ゼミナールを必修科目として実施する。 

 

・４年次においては，より高い水準の問題発見力・解決力を身に付けさせるため，４年次ゼミ

ナールを必修科目として実施するとともに卒業論文を完成させる。 

 

３) アドミッション・ポリシー 

【入学者受入れの方針】 

 経済学部では，社会科学の分野に興味・関心を持ち，次のような能力を身に付けて積極的に

地域・国際社会に貢献する意欲がある人材を求める。 

・問題解決能力や創造力 

・幅広い知識や専門的知識の修得 

・データサイエンスの知識・技術の活用力 

・他者及び多様な文化を持つ者とのコミュニケーション能力 

 

（３）研究対象とする主たる学問分野 

 経済学部では，社会科学分野を研究対象とする主たる学問分野とする。したがって，経済学・

経営学を中心として，さらに法学の分野についても研究対象となる。 

 経済学は世界の情勢を経済の視点から適時かつ的確に分析するための不可欠な分野であり，

そのため消費者や企業など経済主体について個々の経済活動の解明を図る研究領域や，国の経

済全体の経済状態を GDP や失業率，金利などで捉えようとする研究領域がある。また，金融，

財政，国際経済，開発経済，環境経済，地域経済，社会政策などの領域や，日本産業，中国経

済，アジア経済など日本と近隣諸国・地域との経済関係を研究対象とする分野もある。さらに，

経済データを使いこなすために，統計学や計量経済学を用いた研究領域や，日本や西洋の経済

の歴史を対象とした分野もある。 

 経営学では，主として「経営学」，「商学」，「会計学」，「経営科学」といった４つの分野から

成っており，それぞれ理論のみならず，国内外の企業活動に関する事例を踏まえた研究が行わ

れている。「経営学」の分野では，企業の経営戦略，組織・人・情報のマネジメントや比較経

営などが研究対象となる。「商学」の分野では，企業が市場で行う「モノ」やサービスに関わ

る貿易やマーケティング活動などが研究対象となる。「会計学」の分野では，企業活動を貨幣

価値で記録，計算，報告するための仕組みや経営に役立つ会計情報の活用方法などについて研

究対象となる。「経営科学」の分野では，企業や個人の合理的かつ効率的な意思決定に関する

理論や数理的な手法などについて研究対象となる。 

 法学では，経済活動を活発にするための規制緩和や公共事業の法政策，企業経営を安定させ

るための減税や法令遵守の法政策，取引を公平・円滑にするための契約保護などの分野で研究

を行っている。 

 また，「経済データサイエンスプログラム」を設置したことにより，データサイエンス分野

についても研究対象となるものである。データサイエンス分野では，データ主導で地域の社会
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課題，企業の経営課題，国の政策課題を解決するための研究が行われている。さまざまな社会

科学分野の知識をベースに，課題を設定し，統計や人⼯知能によって解決方法を見出す研究で

ある。 

 

２．学部・学科等の特色 

（１）経済学部経済経営学科の特色 

改組後の経済学部では，今日の社会的ニーズに対応した人材の輩出へ向けて，ビジネスや地

域課題に応じて社会科学の専門知識ならびにその関連領域を幅広く横断的に学修するととも

に，データサイエンスの知識と技術を活用する能力を養成するよう改革を行うことで，より一

層地域社会へ貢献する学部としての魅力を高めるものである。 

そこで，現在の経済学科・経営学科・経営法学科という３学科体制を見直して，「公共政策

プログラム」，「企業経営プログラム」，「経済データサイエンスプログラム」という３つのプロ

グラムから構成される「経済経営学科」を新設する。 

経済経営学科の特色は，今日的な社会的ニーズに対応した人材の輩出を目指した教育とし

て，①学部全体でデータサイエンス教育を展開し，データドリブン的思考力を育成することと，

②１学科のメリットを活かし，領域横断的な学修を推進することにある。 

 

 ①に関しては，教養教育において必修の「情報処理」，また「応用情報処理」「データサイエ

ンスの世界」「データサイエンスの実践」「社会と情報の数理」「地域の経済と社会・文化」な

どの選択科目ならびに本学部 1 年次開講の「経済データサイエンス入門」を必修とすること

で，全学横断「新・数理・データサイエンス・AI 教育プログラム」におけるレベル１（文部科

学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）」相当）の

知識・技能を身につけ，それを社会科学分野において活用することを目指す。 

また，２年次からは，「データサイエンス系基盤科目」を選択必修で６単位以上履修し，い

ずれのプログラムに所属していてもデータサイエンスの基盤科目を共通的な知識として身に

付ける。また，「経済情報処理」や「情報システム論」，「AI 社会と法」などの「数理・DS・AI

教育プログラム対象科目」の履修を通じて，全学横断「新・数理・データサイエンス・AI 教育

プログラム」におけるレベル２（文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認

定制度（応用基礎レベル）」相当）の修得を目指す。 

さらに，データサイエンス寄附講座では，統計学等データサイエンスの基礎を学ぶ講義と地

元企業とのコラボによる課題解決を行う実践的な演習を通して実践力を身に付ける。 

②に関しては，1 年次には，社会科学ならびにデータサイエンスの基礎を必修として学ぶこ

とで（経済学入門，経営学入門，法学入門，経済データサイエンス入門），２年次におけるプ

ログラム選択と，その後の幅広い知識獲得の基盤を形成する。 

また，理系学部との連携による文理融合科目の履修を通じて，幅広い知識と実践的応用力を

持った課題解決能力を養成する。 

さらに，その他科目の地域ビジネス特殊講義や地域政策特殊講義等（多様な企業・官公庁に

よる寄附講義科目（富山県，北陸財務局，日本証券業協会，野村證券，生命保険協会，北陸銀
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行，富山県中小企業診断協会等））による実学を通じて，企業の経営課題や地域経済の課題に

対する理解を深める。 

 このように，経済経営学科では，経済学・経営学を中心とした社会科学分野とデータサイエ

ンス分野を領域横断的に学修することで，ビジネスや地域の複合的な課題を解決する実践的な

能力の育成を目指した教育を行う。 

 

（２）３つのプログラムの特色 

プログラムへは２年次から所属するため，入学後の１年次に幅広く公共政策・企業経営・経

済データサイエンスに関する入門科目を必修として学んだうえで，自らの興味・関心のある分

野をもとにプログラムの選択を行うことができるようになるレイトスペシャライゼーション

を導入する。また，１学科制（経済経営学科）のもとで２年次にプログラムへ所属するため，

受験生（高校生）が入学試験時に特定の学科を選択する必要はなく，各分野に対する理解不足

から生じる進路のミスマッチを防ぐことができる。 

基盤科目では，経済・経営・データサイエンスの 3 つの系ごとに科目群を設け，これらを 2

年次に共通的な知識として，いずれのプログラムに所属したとしても身に付ける。プログラム

基礎科目とプログラム発展科目では，各プログラムの専門知識を基礎から発展まで体系的に学

修する。 

また，自らの進路を見据えながら，プログラムの枠を越えて領域横断的に専門科目を履修し

（他プログラムの基礎科目・発展科目），経済学・経営学を中心とした社会科学の学修を深め

る。 

 

①公共政策プログラムの特色 

公共政策プログラムでは，専門的知識に裏打ちされたエビデンスに基づきながら，国や地方

自治体が扱う政策のあり方と社会経済について的確に把握するための分析能力を身につけた

人材を育成する。 

そのため，本プログラムにおいて，日本を含む世界の出来事を経済の視点で理論的，実証的，

歴史的，制度的に分析し，その分析に基づく立法を行うために必要な高度な専門知識を修得す

ることができる。まず，2 年次では，経済系基盤科目として，経済学的分析及び立法に必要不

可欠な科目を履修するとともに，プログラム基礎科目を履修することで，経済学的分析及び立

法に関する基礎知識を修得する。3 年次からは，プログラム発展科目を履修することで，経済

学的分析及び立法に関する高度な専門知識を修得する。そして，学生は各自のライフプランに

沿って，貿易論等の他プログラムの基礎科目・発展科目を履修することで，多角的な視点から

経済学的分析及び立法が可能となる。 

卒業後の進路には，国・地方公共団体等の職員，金融仲介機関（銀行や保険会社等）の社員，

行政書士などがある。 

 

②企業経営プログラムの特色 

 国際的経済・経営環境の変化，国内的及び地域的経済・経営環境という外部環境に対して，
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企業の所有する経営資源等の内部環境をマネジメントしつつ，経営戦略の策定や経営組織の運

営を行い，企業事業活動を通じて価値創造を実現する能力を身につけ，グローバル事業経営人

材，ローカル事業経営人材を育成する。 

上記の具体化のために，プログラムの特色として，経営学，商学，会計学，経済経営のはざ

ま分野，法律経営のはざま分野の知識を提供する。まず，2 年次では，経営系基盤科目として，

経営学の各分野の理解に必要不可欠な科目を履修するとともに，プログラム基礎科目を履修す

ることで，経営学の各分野に関する基礎知識を修得する。3 年次からは，プログラム発展科目

を履修することで，経営学及び法律経営に関する高度な専門知識を修得する。そして，学生は

各自のライフプランに沿って，国際経済学等の他プログラムの基礎科目・発展科目を履修する

ことで，多角的な視点から経営学及び法律経営の理解が可能となる。 

 卒業後の進路には，様々な企業（製造業・メーカー，商業・サービス業，金融機関）におけ

るマーケティング担当者・IT 融合事業担当者・DX 推進担当者・コンサルティング担当者など

がある。 

 

③経済データサイエンスプログラムの特色 

統計，情報，及び数理科学などのデータサイエンスに関する高い専門性とその応用力を身に

付けることで，経済，社会，地域，及びビジネスにおける諸課題をデータ主導で発見し，新し

い価値を創造できる能力を身につけた人材を育成する。 

また，経済学をはじめとする社会科学に関わる幅広い分野に触れることで領域横断的な知識

を獲得し，柔軟な発想ができる人材を養う。まず，2 年次では，DS 系基盤科目として，DS の

知識と分析技術の修得に必要不可欠な科目を履修するとともに，プログラム基礎科目を履修す

ることで，DS の活用に関する基礎知識を修得する。3 年次からは，プログラム発展科目を履

修することで，DS に関する高度な専門知識を修得する。そして，学生は各自のライフプラン

に沿って，マーケティング論等の他プログラムの基礎科目・発展科目を履修することで，多角

的な視点からビジネスにおける諸課題の解決が可能となる。 

卒業後の進路には，調査・企画を担う職種や政策・戦略立案を担う職種（データサイエンテ

ィスト，システムエンジニア，データエンジニア），修士課程への進学がある。 

卒業生は，上記の進路先において，データサイエンスに関する高い専門性と幅広い社会科学

分野の知見に基づき，高度・複雑化する社会を先導する役割を果たしていく。 

 

３．学部・学科等の名称及び学位の名称 

（１）学部学科の名称及び理由 

 学部，学科，プログラムの名称は以下のとおりとする。 

「学部名」 

 経済学部 School of Economics 

「学科名」 

 経済経営学科 Department of Economics and Business Administration 
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「プログラム名」 

公共政策プログラム Program of Public Policy 

企業経営プログラム Program of Business Administration 

経済データサイエンスプログラム Program of Economic Data Science 

 

今回の改組では，現在の経済・経営・経営法という３学科体制から，「経済経営学科」とい

う１学科体制へと移行するものである。現在の３学科の教育体制では，教員が学科ごとの縦

割りで管理されており，科目編成はそれぞれに学科でなされるため，領域横断的な教育を行

うために教員が学科を越えて合同で教育プログラムの作成を行うことは困難であるという課

題を抱えていた。 

そこで，従来の学科ごとの専門領域を中心とした教育体制から，学科の垣根，すなわち学

問分野の垣根を取り払い，今日の社会的ニーズに対応した出口を意識した人材育成型の教育

体制への転換を図り，１学科制のもとで必要とされる人材像の養成に結び付いたプログラム

制とするものである。 

そこでは，「公共政策」，「企業経営」，「経済データサイエンス」のいずれのプログラムにお

いても基盤となる専門知識として，社会科学分野の中の経済学・経営学を中心として領域横

断的に学修することから，「経済経営学科」という名称が適切であると考えている。 

 この「経済経営学科」という学科名称は，例えば，京都大学経済学部の経済経営学科や東京

都立大学の経済経営学部経済経営学科，帝塚山大学の経済経営学部経済経営学科などで用いら

れ て い る 。 英 語 名 称 と し て は ， 東 京 都 立 大 学 で Faculty of Economics and Business 

Administration，Department of Economics and Business Administration が用いられており，

日本語名称との整合性，国際的通用性に問題はないものである。 

 

（２）学位の名称及び理由 

 学位は，以下の学位を授与する。 

 学士（経済経営学） Bachelor of Economics and Business Administration 

 

１学科（経済経営学科）のもとで，明確な人材の養成を目指した３つのプログラム（公共政

策 PG，企業経営 PG，経済データサイエンス PG）を設けるが，学問分野の垣根を取り払い

「経済経営学科」のもとでいずれのプログラムにおいても経済学・経営学を中心として領域横

断的に学修した証として，1 つの学位「経済経営学」を授与するものとする。 

学士（経済経営学）を授与するための教育プログラムとして，1 年次 1・2 タームに社会科

学の基礎（経済学入門，経営学入門，法学入門）を必修として学んだうえで，3・4 タームに経

済・経営分野の基盤科目を選択必修（６単位以上）で学ぶ。２年次以降では経済・経営・デー

タサイエンスの各系の基盤科目の中から経済系 6 単位以上，経営系 6 単位以上，データサイ

エンス系６単位以上を卒業要件とすることで３つのプログラムいずれに所属しても経済・経

営・データサイエンスの基盤科目を学ぶ仕組みを整えている。また，自らの進路を見据えなが

ら，プログラムの枠を越えて領域横断的に経済学・経営学を中心としたプログラム科目（他プ
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ログラムの基礎科目・発展科目）を履修することで，経済学・経営学を中心とした社会科学の

領域の知識を幅広く修得する体制としている。 

学士（経済経営学）は，例えば，ベルリンスクールオブビジネス＆イノベーション（Berlin 

School Of Business & Innovation）における BA in Economics and Business Administration や，

オーフス大学（Aarhus University：デンマークの総合大学）の bachelor’s degree in Economics 

and Business Administration など，ヨーロッパ各国にみられるものであることから，国際的な

通用性に問題はないものである。 

 

４．教育課程の編成の考え方及び特色 

（１）教育課程の編成の考え方 

経済学部では，卒業認定・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げた５つの能力－「幅

広い知識」，「専門的学識」，「問題発見・解決力」，「社会貢献力」，「コミュニケーション能力」

を身に付けさせるため，経済学・経営学を中心とした社会科学分野に，データサイエンス分野

も含めた体系的な学修が可能となるよう教育課程を編成する。 

経済学部の教育課程の編成・実施の方針は資料１のとおり，学部のカリキュラム・ポリシー

において示している。５つの能力に対応した学修内容は以下のとおりである。 

 

〔幅広い知識〕 

 幅広い知識を身に付けるため，人文・自然諸科学の知識と語学を学修する。 

 入門科目及び基盤科目を学修し社会科学の基礎を身に付けた上で，社会科学の諸領域を横断

した知識を幅広く身に付けるため，他プログラムの基礎科目を学修する。 

 幅広い知識と実践的応用力を持った課題解決能力を養成するために，理系学部との連携によ

る文理融合科目を学修する。 

 

〔専門的学識〕 

 専門的学識を身に付けさせるために，基盤科目ならびに各プログラムにおけるプログラム基

礎科目・プログラム発展科目を体系的に学修する。 

 

〔問題発見・解決力〕 

 高度な専門知識を基礎とする問題発見・解決力を修得するために，1 年次の社会科学および

データサイエンスの入門科目及び共通基盤科目から，２年次以降の各系基盤科目や各プログラ

ムの基礎・発展科目まで体系的に学ぶ。 

 洞察力・分析力・問題解決能力を修得するために，ゼミナール，卒業論文において個別の研

究テーマを深く学修する。 

 

〔社会貢献力〕 

 広い視野から社会における自己の役割や他者への責任を果たす能力を身に付けるため，人

文・社会・自然科学や外国語を学ぶ。 
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 社会人としての責任感を身に付けるため，基盤科目やプログラム基礎・発展科目，ゼミナー

ルの履修や交換留学を経験する。 

 その他科目のインターンシップ等によって，社会における経済の仕組みを実践的に学び，専

門的学識をもって社会に貢献する力を身に付ける。 

 

〔コミュニケーション能力〕 

 教養教育科目において外国語を学修することにより，国際社会におけるコミュニケーション

能力を養う。 

 社会や企業組織におけるコミュニケーションに必要な論理的思考力を身に付けるために，社

会科学およびデータサイエンス分野の入門科目を学修する。 

 ゼミナールにおいて演習形式で輪読，チーム研究，研究発表などを経験し，プレゼンテーシ

ョン能力や議論の技法を身につける。 

 

経済学部は１学科３プログラムで構成され，それぞれのプログラムが専門性・体系性を持ち

つつ，互いに補い連携して領域横断的・総合的な学修を可能にし，ディプロマ・ポリシーに掲

げた５つの能力を養成する教育課程の編成を提供する。各プログラムにおける学修方法とし

て，「講義」形態の科目と「演習」形態の科目，「実習」形態の科目があるが，以下の通り「講

義」形態の科目と「演習」形態の科目を中心に体系的教育を提供する。 

「講義」形態の科目では，入門科目，共通基盤科目，各系基盤科目，プログラム基礎科目，

プログラム発展科目の 5 層構造の科目群によって，まず経済・経営分野の基盤的知識を身につ

けたうえで，プログラムごとの専門性を深めていく体系的なカリキュラムを提供する。１年 1・

2 タームの入門科目では，２年次におけるプログラム選択へ向けた幅広い知識の習得のため，

経済，経営，法学，データサイエンスの基礎を幅広く学修する。１年次 3・4 タームの共通基

盤科目では，経済・経営分野の基盤科目を，また２年次の各系の基盤科目では，経済・経営な

らびにデータサイエンスの基盤科目を共通的な知識としていずれのプログラムにおいても身

に付ける。プログラム基礎科目とプログラム発展科目では，各プログラムの専門知識を基礎か

ら発展まで体系的に学修する。 

また，理学部との共同開講の文理融合科目である「地方創生環境学 A・B」「サステイナビリ

ティ学」では，文理融合教育の充実化を図り，課題解決の基盤となる幅広い知識・視野をもっ

た人材を養成する。 

さらに，その他科目の「基礎数学」では基礎的な数学の知識・技術・概念を習得し，「外国

書講読」では経済学，経営学の英語文献を読むことを通じ，社会を多面的に考察する目を養い，

「キャリア・デザイン特殊講義」や「地域ビジネス特殊講義」等では実際に社会で活躍してい

る方々が講師を務める講義を受講することで，社会的な課題に対する理解を深め，課題解決の

ための幅広い視野を身につけ実践力を養う。 

「演習」形態の科目として，ゼミナールがまずあげられる。１年次 1・2 タームのスタート

アップゼミナールならびに１年次 3・４タームの初年次ゼミナールにおいて大学における学び

方を習得し，２年次～４年次までの学年別ゼミナール（２年次ゼミナール，３年次ゼミナール，
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４年次ゼミナール）では専門分野の学習を深め，中でも 4 年次ゼミナールでは，卒業論文の作

成に向け経済・経営に関する１つのテーマを深く洞察し，新しい知見を創出する。 

また，経済データサイエンスプログラムにおいて，データ分析の基礎的技術や，社会や企業

の課題をデータ主導で解決するための情報処理技術やデータ解析技術を演習形式で学修する

（「データ分析の基礎」「プログラミング演習 A・B」「調査データ解析 A・B」」「地理情報シス

テム演習 A・B」」「ビジネスデータ分析 A・B」」など）。経済データサイエンスプログラムで

は，座学で学んだ知識をパソコンを使って分析・活用できる力を養うため，講義形式と演習形

式を半々ぐらいで組み合わせた授業も行う（「統計学 A・B」「計量経済学 A・B」「応用計量経

済学 A・B」「機械学習概論」など）。また，理学部との共同開講科目である「文理融合データ

サイエンス」では，データサイエンスの考え方やデータ処理の実際の手法を，経済学ならびに

自然科学のデータそれぞれについて学修し，共通点と異なる点を理解することを目的に，講義

形式とパソコンを用いた演習とを組み合わせて行う。「地域ビジネス特殊演習」等の，実際に

社会で活躍している方々による演習形式の講義により，社会的な課題に対する理解を深め，課

題解決のための幅広い視野を身につけ実践力を養う。 

さらに，その他科目の「インターンシップⅠ・Ⅱ」や「キャリアスタディ」における就業体

験を通じて，高い職業意識の育成を図るとともに，職業選択の明確な基準軸を養成する。 

なお，経済経営学科のカリキュラムマップは，資料２を参照 

 

（２）教育課程の編成及び特色 

 教育課程の編成の特色は以下のとおりである。 

①体系化された教育課程の編制 

i) 1 年次 1・2 タームにおいて社会科学系とデータサイエンス系の科目を「入門科目」（経済

学入門・経営学入門・法学入門・経済データサイエンス入門）として８単位必修で学ぶ。加

えて，1 年次 3・4 タームにおいて経済・経営分野の「基盤科目（共通基盤科目）」（ミク

ロ経済学入門，マクロ経済学入門，経営学総論，会計学入門）を選択必修として６単位以上

学修することで，学士（経済経営学）にふさわしい経済・経営分野の基盤的知識を身に付け

る。 

ii) 2 年次から，明確な人材の養成を目指した以下の３つのプログラムのうち一つに所属する。 

 公共政策プログラム 

 企業経営プログラム 

 経済データサイエンスプログラム 

iii) 2 年次には，経済，経営及びデータサイエンスの３分野で開講される各系基盤科目をそれ

ぞれについて選択必修で６単位以上学修することで，経済・経営・データサイエンスにまた

がる知識を身に付ける（経済学系：ミクロ経済学 A・B，マクロ経済学Ａ・Ｂ，民法総則Ａ・

Ｂ，経営系：経営管理論，組織行動論，比較経営論，経営情報論，財務会計論，商学総論，

データサイエンス系：統計学Ａ・Ｂ，社会学総論Ａ・Ｂ，知的財産法，データサイエンスの

ための数学Ａ・Ｂ）。そうした経済・経営・データサイエンスに関する確固たる基盤的知識

の上に，社会科学の知識を体系化し，卒業研究を深化させるためのプログラム基礎科目及び
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プログラム発展科目をそれぞれ 12 単位以上学修する。 

ix) 2 年次以降，自らのキャリアを見据えながら，プログラムの枠を越えて領域横断的に科目

（他プログラムの基礎科目・発展科目）を６単位以上学修する。 

x) プログラムに所属後，学部共通科目の学年別ゼミナールⅠ・Ⅱを履修し社会課題を解決す

るための実践的な科目を学ぶ。 

 

②切れ目のない少人数教育 

 1～4 年次まで続く切れ目のない少人数教育（ゼミナール）を開講する。すなわち，１年 1・

2 タームのスタートアップゼミナール，１年 3・4 タームの初年次ゼミナール，２年 1・2 ター

ム～４年 3・4 タームまでの学年別ゼミナール（２年次ゼミナール，３年次ゼミナール，４年

次ゼミナール）である。 

 

③入学後に専門分野を決定（レイトスペシャライゼーション） 

 入学後の２年次から専門分野／プログラムを決定（レイトスペシャライゼーション）するこ

とにより，単線型の教育からより柔軟に学生の志向に応じた学びへと転換する。また，３年次

には転プログラムを希望する学生に一定の条件の下で認めることにより，学習意欲の低下を防

ぐ。 

 

④社会科学分野とデータサイエンス分野を複合的に学修可能な体制 

 養成する人材像に応じたプログラムを設けることで，経済学部の学生全てに，経済経営の専

門性に基づきながら，データサイエンスの知識・技能を活用することで，複雑高度化した経済

社会の問題解決できる能力を培うための教育体制が実現する。 

 

⑤文理融合教育 

 経済学部と理学部で連携し，データサイエンスならびに SDGｓに関する理学部との共同開

設の文理融合科目により文理融合教育の充実化を図り，課題解決の基盤となる幅広い知識・視

野をもった人材を養成する。 

 

５．教育方法，履修指導方法及び卒業要件 

（１）教育方法 

授業形態は，「講義」形態の科目，「演習」形態の科目及び「実習」形態の科目に分類される。

各授業科目の単位数は，45 時間の学修（授業時間外に必要な学修等を含む。）を必要とする教

育内容をもって１単位とし，次の基準により計算するものとする。 

 

①講義及び演習については，15 時間の授業をもって１単位とする。 

 

②実習については，30 時間の授業をもって１単位とする。経済データサイエンスプログラム

では，おおよその定員を 55 名程度としており，これは，実習を行う教室のキャパシティに対
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応したものである。 

教育効果を高めるために，各科目の概要（目的と内容）や受講学生が達成すべき目標，成

績評価方法，授業計画，各プログラムの学習・教育到達目標との関係などを明記したシラバ

スを，電子的なシステムを通じて学生に周知している。 

各クオーターの終盤においては，それぞれの授業においてアンケートを実施し，アンケー

ト結果をもとに不断に授業改善を試みている。 

 

（２）履修指導方法 

新入生に対しては，入学時に履修の手引を配布するとともに，各年度当初に各授業科目の到

達目標や授業概要，授業計画，事前･事後学習，成績評価方法，使用するテキストなどを記載

したシラバスを明示し，オリエンテーション，ガイダンスを通して履修指導を行う。1～4 年

次まで続く切れ目のないゼミナールを開講しているため，必要に応じ，担当教員が履修指導を

行う体制を整備している。 

 履修科目の年間登録上限（CAP 制）は，１年次は教養教育科目と専門科目を合計し前・後

期それぞれ（第１と第２タームの合計，第３と第４タームの合計がそれぞれ）26 単位を超え

て履修することができないこととし，２年次以降は，教養教育科目と専門科目を合計し第１と

第２タームの合計，第３と第４タームの合計がそれぞれ 22 単位を超えて履修することができ

ないこととする。 

 養成する具体的な人材像ごとに作成した履修モデルは資料３のとおり。 

 

（３）卒業要件 

 学部共通科目として，学年別のゼミナール，卒業論文を配置し，14 単位を必修とする。 

 入門科目として，経済学入門，経営学入門，法学入門，経済データサイエンス入門といった，

社会科学の幅広い基礎の習得のために必要な科目８単位を必修とする。 

 基盤科目として，経済学及び経営学分野の基礎を学修する共通基盤科目６単位以上を選択必

修とする。また，いずれのプログラムにおいても社会科学ならびにデータサイエンスの基盤科

目を共通的な知識として身に付けるため，経済系基盤科目，経営系基盤科目，ＤＳ系基盤科目

それぞれ６単位以上を選択必修とする。 

 プログラム基礎科目，プログラム発展科目として，２年次以降に選択するプログラムについ

てより深く学び，複雑な社会を自分自身で考える力を身に付けさせるため，自身が所属するプ

ログラムの基礎科目から 12 単位以上，発展科目から 12 単位以上を選択必修とする。また，

領域横断的に学んで知識と視野を広げるために，他プログラムの基礎科目・発展科目から６単

位以上を選択必修とする。 

 その他，学生自身の進路に合わせた学修が可能となるよう，基盤科目，プログラム基礎科目，

プログラム発展科目において所要単位以上に修得した単位と，文理融合科目，その他科目，自

由選択科目から修得した単位を合わせて 28 単位以上修得することとする。 

 経済学部における学位認定は，上述の要件を満たし，全体で 128 単位以上を修得している

こととしている。（下表，参考） 
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卒業判定については，上記基準を満たしていることを学部教授会による判定を経て，学長が

卒業を認定する。 

 

科目区分 所要単位 

必
修 

教養教育科目 ８単位  

学部共通科目 14 単位  

入門科目 8 単位  

選
択 

 

教養教育科目 16 単位以上  

基盤科目 

共通基盤科目 6 単位以上  

経済系基盤科目 6 単位以上  

経営系基盤科目 6 単位以上  

DS 系基盤科目 6 単位以上  

プログラム基礎科目 
自プログラムの 

基礎科目から 12 単位以上 

 発展科目から 12 単位以上 

他プログラムの 

 基礎科目・発展科目から 6 単以上 

 

プログラム発展科目  

文理融合科目 

 82単位以上 
その他科目 

自由選択科目 ※10 単位まで 

（教養教育科目・他学部専門科目） 

合 計  128 単位以上 

 

６．多様なメディアを高度に利用して，授業を教室以外の場所で履修させる場合 

（１）実施場所及び実施方法 

本学では，多様なメディアを高度に利用して，授業を教室以外の場所で履修させる方法とし

て，ビデオ会議システムを利用した同時双方向型の授業と学習管理システム（LMS）のMoodle

を利用したオンデマンド型の授業を行っている。 

 

（２）学則等における規定 

国立大学法人富山大学大学学則において以下のとおり規定している。 
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国立大学法人富山大学学則（平成 17 年 10 月１日制定） 

（授業の方法等） 

第 61 条 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併

用により行うものとする。 

２ 学部等及び教養教育院において，教育上有益と認めるときは，文部科学大臣が別に定め

るところにより，前項の授業を，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室

等以外の場所で履修させることができる。 

３ 学部等及び教養教育院は，第１項の授業を，外国において履修させることができる。前

項の規定により，多様なメディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で

履修させる場合についても，同様とする。 

４ 卒業に必要な所定の単位数のうち，第２項及び第３項に規定する授業の方法により修得

する単位数は，60 単位を超えないものとする。 

 

授業を教室以外の場所で履修させる場合には，遠隔授業システムを利用した大学からの資

料や映像の配信など多様なメディアを活用して行い，企業の会議室等の職場又は住居に近い

場所を含む教室以外の場所で受講できるものとする。本講義形態においては，同時かつ双方

向に行なうか，そうでない場合は，当該授業の終了後すみやかに十分な指導を併せ行うとと

もに，当該授業に関する学生等の意見の交換の機会が確保されているものとし，大学設置基

準第 25 条第 2 項の規定の要件を満たすものとする。 

 

７．編入学定員を設定する場合の具体的計画 

（１）既修単位の認定方法 

 ３年次編入学生の既修得単位の取扱いについては，編入学生ごとに 70 単位を超えない範囲

で認定する。シラバスの照合を行い，内容の同一性，レベルの同等性，授業時間数を確認し，

単位の認定を行う。 

 

（２）履修指導方法 

 経済学部経済経営学科では，10 名の 3 年次編入定員を設ける。編入学生については，「プロ

グラム発展科目」を中心に履修することとなるが，「プログラム基礎科目」についても，履修

可能な体制を整備し，社会科学系の知識の補充が計画的に可能な体制とする。ゼミナールも年

次を単位としたゼミナールとなっているため，３年次ゼミナールから修得することとなる。編

入学後の履修モデルは資料４のとおり。 

 

（３）教育上の配慮等 

ゼミ担当教員による手厚い履修指導等が可能な体制としている。 
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８．取得可能な資格 

（１）取得可能な資格 

 本学部では，主に以下の科目を履修することにより，卒業時に，一般社団法人社会調査協会

の認定する社会調査士の資格（民間資格）を申請することができる。 

 ・社会学総論 AB 

 ・統計学 AB 

 ・調査データ解析 AB 

 

９．入学者選抜の概要 

（１）入学者選抜方法 

本学部では，アドミッション・ポリシーにおいて「社会科学の分野に興味・関心を持ち，

問題解決能力や創造力，幅広い知識や専門的知識の修得，データサイエンスの知識・技術の

活用力，他者及び多様な文化を持つ者とのコミュニケーション能力を身に付けて積極的に地

域・国際社会に貢献する意欲がある人材を求める。」こととしている。 

以上の人材を選抜するため，一般選抜（前期・後期），特別選抜（学校推薦型選抜，帰国

生徒選抜，社会人選抜），私費外国人留学生選抜と多様な選抜試験を実施する。 

 

学科 入学定員 

募集人員 

一般選抜 特別選抜 

前期 後期 学校推薦 帰国生徒 社会人 私費外国人 

経済経営学科 335 名 229 名 30 名 76 名 若干名 若干名 若干名 

 

①一般入試 

（前期日程試験）募集人員 229 名 

 大学入学共通テスト及び個別学力検査で選抜する。 

一般入試（前期日程試験）では，大学入学共通テストの配点に応じて，区分（Ⅰ），区

分（Ⅱ）の二つの区分を設ける。区分（Ⅰ），区分（Ⅱ）とも大学入学共通テストの試験

科目は国語，地歴公民，数学，理科，外国語とし，区分（Ⅱ）では数学を重視し，数学の

配点に重きを置く。また，個別学力検査では，数学又は外国語のいずれかを選択させる。 

 令和７年度からは，大学入学共通テストの区分（Ⅰ），区分（Ⅱ）とも，試験科目は国

語，地歴公民，数学，理科，外国語，情報とする。 

 

（後期日程試験）募集人員 30 名 

大学入学共通テスト及び個別学力検査で選抜する。 

大学入学共通テストでは，国語，地歴公民から１科目，数学から１科目，外国語とする。

個別学力検査では総合問題を課す。 

 令和７年度からは，大学入学共通テストでは，国語，地歴公民，情報から１科目，数学

から１科目，外国語とする。 
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②特別選抜 

（学校推薦型選抜）募集人員 76 名 

提出書類（推薦書，調査書，志願理由書），総合問題及び面接により選抜する。 

総合問題は，社会科学に関する文章・資料・統計等を示し，論述させる。なお，その際

に示す文章・資料等には英文を含む。 

 

（帰国生徒特別選抜）募集人員 若干名 

提出書類（推薦書，調査書，志願理由書），総合問題及び面接により選抜する。 

総合問題は，社会科学に関する文章・資料・統計等を示し，論述させる。なお，その際

に示す文章・資料等には英文を含む。 

 

（社会人特別選抜）募集人員 若干名 

提出書類（推薦書，調査書，志願理由書），総合問題及び面接により選抜する。 

総合問題は，社会科学に関する文章・資料・統計等を示し，論述させる。なお，その際

に示す文章・資料等には英文を含む。 

 

＜社会人の出願要件＞  

入学前年度の３月31日までに満23歳に達し，社会人の経験を３年以上(注)有する者

で，次のいずれかに該当するもの  

ⅰ 高等学校又は中等教育学校を卒業した者  

ⅱ 特別支援学校の高等部又は高等専門学校の３年次を卒業（修了）した者 

ⅲ 学校教育法施行規則第150条の規定（第６号及び第７号を除く。）により，高等学

校を卒業した者と同等以上の学力があると認められる者  

（注）定時制・通信制及び夜間部等の学校の在学期間並びに家業及び家事従事者等とし

ての期間は，社会人の経験期間に含める。 

 

（私費外国人留学生選抜）募集人員 若干名 

日本留学試験，小論文（日本語），面接及び最終出身学校等の成績を総合して選抜する。 

 

10．教員組織の編制の考え方及び特色 

（１）教員組織の編制の考え方 

本学部においては，前述した教育課程を実施するために必要な学識及び教育経験を有する

教員で編制する。 

公共政策プログラムでは，経済活動や法制度に関する専門知識を持ち，公共政策の立案・

実装に貢献できる人材を養成するため，ミクロ経済学やマクロ経済学等の理論科目の担当教

員と法学の担当教員で構成する。 

企業経営プログラムでは，企業経営や経済活動に関する専門知識を持ち，企業経営に関わ
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る諸課題を解決できる人材を養成するため，組織論や人的資源管理論，管理会計論と経営管

理論，流通論，マーケティング論等の担当教員と労働法や金融取引法等の担当教員で構成す

る。 

経済データサイエンスプログラムでは，専門的能力を備え，企業経営や公共政策の意思決

定に直結する応用力を身に付けた人材を養成するため，データサイエンス，計量経済学，応

用計量経済学等の担当教員で構成する。 

 

（２）教員組織の研究分野 

公共政策プログラムでは，ミクロ経済学，マクロ経済学，日本経済史，西洋経済史，地域

経済学，政治経済学，環境経済学，労働経済学，社会学，憲法，民法，政治学，環境法，行

政法，刑法，刑事訴訟法，民事訴訟法，国際私法，商法を専門とする教員で構成する。 

企業経営プログラムでは，日本産業論，アジア経済論，国際貿易理論，国際経営論，簿記

論，経営管理論，経営組織論，貿易論，管理会計論，原価計算論，消費者行動論，マーケテ

ィング論，流通論，会計情報システム論，経営システム論，経営情報論，金融取引法，労働

法を専門とする教員で構成する。 

経済データサイエンスプログラムでは，金融論，オペレーション・リサーチ，計画数学，

社会学，都市経済学，計量経済学，応用計量経済学，データサイエンスを専門とする教員で

構成する。 

 

（３）教員の年齢構成 

本学部の完成年度（令和 10 年３月３１日現在）の職位別専任教員年齢構成は下記のとお

りである。偏りのない適切な分布となっており，継続的に教育研究の活性化，水準の維持・

向上を図ることが可能である。 

なお，本学の教育職員の定年年齢は「国立大学法人富山大学職員就業規則【資料５】」の

第 17 条第 2 項において，65 歳と定めており，定年を延長する教員はいないため，教員組織

の継続性に問題はない。 

 

年齢 教授 准教授 講師 助教 助手 計 

60 代 12 名 2 名 0 名 0 名 ０名 14 名 

50 代 9 名 6 名 1 名 0 名 0 名 16 名 

40 代 0 名 7 名 0 名 1 名 0 名 8 名 

30 代 0 名 0 名 2 名 3 名 0 名 5 名 

 

11．研究の実施についての考え方，体制，取組  

（１）研究の実施についての考え方，実施体制 

 本学では，研究に関する目標として，「学問の継承・発展と基礎的な研究を重視するととも

に，現代社会の諸問題に積極的に取り組み，融合領域の研究を推進する。また，基礎研究を充

実するとともに，「地域と世界に向けて先端的研究情報を発信する総合大学」を目指す。」と掲
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げている。 

目標を実現させるため、特色ある研究の推進と、多様な分野での研究推進を支援するととも

に、世界と地域に向けて研究成果を発信し、将来を担う人材を育成することを目的として研究

推進機構を設置している。中でも研究推進機構の研究推進総合支援センターでは，自然科学研

究や生命科学研究に関する施設設備の管理や共同利用の先端技術利用の推進を行うだけでな

く，優れた設備オペレーション技能を有する人材の育成により，学内の研究支援にとどまらず

地域企業・業界団体との連携・共同研究を促進させており，研究環境を整備する体制が整って

いる。 

 

（２）技術職員や URA の配置状況 

 研究活動をサポートするため，技術職員 68 名，URA・コーディネーター19 名を配置してい

る。 

URA・コーディネーターは，①研究者と企業等との連携推進・創出及びコーディネート，②

技術移転や共同研究の交渉，企業等のマッチング，③産学連携関連の競争的資金（事業化・産

業化支援）獲得支援及び進捗管理，④共同研究等大型プロジェクト（公的競争的資金事業等）

の企画及び進捗管理，⑤知財（商標権，著作権等を含む）創出支援，管理，活用の促進，⑥企

業への知財・技術シーズ移転コーディネート活動，⑦企業等を訪問し，組織的連携，地域振興

を含めた産業界との連携構築活動，⑧国際連携支援，外国特許権に関する業務により，研究者

の研究活動の活性化や研究開発マネジメントの強化等を担っている。 

 

12．施設，設備等の整備計画 

（１）校地，運動場 

経済学部経済経営学科の教育研究は，五福キャンパスで実施する。本キャンパスは現在，６

学部（人文学部，教育学部，経済学部，理学部，⼯学部及び都市デザイン学部），２研究科（人

文社会芸術総合研究科及び理⼯学研究科），２教育部（理⼯学教育部，生命融合科学教育部），

２学環（持続可能社会創成学環，医薬理⼯学環）を設置している。また全学の教養教育が行わ

れるなど，本学における中心的なキャンパスであることから，教育研究を実施するに当たり十

分な環境を備えている。 

また，運動場 46,767 ㎡，体育館（第１～第３）3,573 ㎡を有し，テニスコート，武道場，プ

ール等のほか，学生が休息するスペースとして，食堂，売店，学生会館等が備えられている。 

 

（２）校舎等施設 

 本学部の校舎等施設は既存のスペースを利用する。共通教育棟や総合情報基盤センター等の

全学共通施設以外に本学部独自の施設として，講義室５室，演習室 39 室，実習・実験室 1 室

を有し，既に多数の施設を整備している。 

 

（３）図書等の資料及び図書館 

本学附属図書館は，中央図書館，医薬学図書館，芸術文化図書館からなり，本学部が設置さ
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れる五福キャンパスにある中央図書館には，人文・社会・自然科学系統の幅広い図書・資料を

収集している。中央図書館の蔵書は約 106 万冊，学術雑誌は約１万 7 千種，視聴覚資料は約

１万１千点を所蔵している。電子ジャーナルは，全学で，Nature や大規模パッケージを契約，

科学・技術・医学を中心に広く購入しており，約 1 万タイトルを利用することができる。また，

日経テレコン（日本経済新聞データベース）や聞蔵Ⅱ（朝日新聞データベース）等の新聞デー

タベース，EconLit 等の経済関係，LEX/DB，Westlaw Japan 等の法律関係のデータベースも

整備している。経済学部校舎内には経済学部資料室を設置，経済・法律関係の図書・雑誌等利

用することができる。 

中央図書館の閲覧スペースは，9,589 ㎡，座席数は 750 席，全館で無線 LAN が利用可能で

ある。平日は 8：45～22：00，土日祝日は 10：00～17：00（試験期間は 20：00）まで開館し，

学生への図書閲覧・貸出の便宜を図っている。また，リフレッシュ・コミュニケーションゾー

ン，アクティブ・ラーニングゾーン，プレゼンテーションゾーン室などの様々な学修形態に応

じた環境を整備しており，学生の自主的・能動的学修を支援している。 

 

13．管理運営及び事務組織 

（１）全学体制 

富山大学では，教育研究組織と教員組織を分離し，教員が一元的に所属する組織として「学

術研究部」を設け，戦略的な人事計画の立案・実施と高度で特色ある分野横断的な教育研究を

推進している。 

学術研究部には，分野ごとに 11 の学系を設け，本学の教員はいずれかの学系に所属し，そ

の専門性に応じて学部，研究科等の教育研究組織に配置され，教育・研究等の業務に従事して

いる。 

 

（２）教授会 

経済学部における教授会は，学部長をはじめ経済学部に専任配置される教授，准教授，講師，

助教により組織され，原則毎月１回定例開催する。学部教授会は，入学，卒業その他学生の身

分に関する事項，学位の授与に関する事項，教育課程の編制に関する事項等の教学事項につい

て，学長が決定を行うに当たり意見を述べる。 

 

（３）事務組織 

本学の事務組織は監査課，総務部，財務施設部，学務部，研究推進部，五福高岡地区事務部，

杉谷地区事務部で構成している。事務組織及び各部課の所掌事務の範囲は「国立大学法人富山

大学事務組織規則【資料６】」で明確に定めている。 

また，教育・学生支援機構に，全学的な立場から学生相談の対応，生活指導体制の充実や課

外活動支援の企画・実施を行い，学生支援活動の充実発展に寄与するための「学生支援センタ

ー」及び学生の就職活動支援やキャリア形成支援を行うための「就職・キャリア支援センター」

を設置しており，学生の厚生補導を行う体制が整っている。 
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14．自己点検・評価 

（１）実施体制及び実施方法 

本学では，国立大学法人富山大学大学評価規則第４条第２項の規定に基づき，国立大学法人

富山大学計画・評価委員会を設置し，自己点検・評価を実施している。同委員会は，評価担当

理事を委員長とし，各学系から選出された教授で構成している。また，同委員会では主に，学

校教育法第 109 条第１項に基づく組織及び運営等に係る自己点検・評価，国立大学法人評価

委員会が行う中期計画の評価に関する事項等を審議している。 

また，令和 4 年度からは，自己点検・評価等の業務を更に充実するため，評価担当理事を室

長とする国立大学法人富山大学計画・評価室を設置し，評価に関する業務を行っている。 

そして，計画・評価委員会や計画・評価室と各部局が密接に連携し，自己点検・評価を実施

するとともに，自己点検・評価報告書を作成している。 

 

（２）評価結果の公表及び活用 

自己点検・評価結果については本学のウェブサイト等を通して大学内及び社会に対して広く

公表・公開している。また，この評価を通じて，中期目標・中期計画の達成に向けた取組の改

善を検討することとしている。 

 

15．情報の公表 

（１）大学全体の公表体制 

本学は，学校教育法第 113 条及び学校教育法施行規則第 172 条の 2 に基づき，公的な教育

機関として，社会に対する説明責任を果たすとともに，その教育の質を向上させる観点から，

広報担当理事を中心に，教育，研究，社会貢献等の大学運営の状況を積極的に公表している。 

 

（２）大学ウェブサイトにおける情報提供 

公式 Web サイト（https://www.u-toyama.ac.jp）において，大学の理念と中期目標・中期計

画等の大学が目指している方向性を発信するとともに，カリキュラム，シラバス等の教育情報，

学則等の各種規程や定員，学生数，教員数等の大学の基本情報を公表している。具体的には以

下のとおりである。 

① 大学の教育研究上の目的に関すること 

② 教育研究上の基本組織に関すること 

③ 教員組織，教員の数及び各教員が有する学位並びに業績に関すること 

④ 入学者に関する受入方針及び入学者の数，収容定員及び在学する学生の数，卒業又は

修了した者の数，進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

⑤ 授業科目，授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

⑥ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること（学位

論文に係る評価に当たっての基準を含む） 

⑦ 校地，校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

⑧ 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 
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⑨ 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

上記①～⑨ 

https://www.u-toyama.ac.jp/outline/information/education-act/ 

ホーム ＞ 大学紹介 ＞ 情報公開 ＞ 教育情報の公開 

⑩ その他 

■学則等各種規程 

http://www3.u-toyama.ac.jp/soumu/kisoku/index.htm 

HOME ＞ 大学紹介 ＞ 情報公開 ＞ 大学運営に関する情報 ＞ 国立大学法人富山

大学規則集 

■学部等の設置に係る情報  

https://www.u-toyama.ac.jp/outline/information/public/establish/ 

HOME ＞ 大学紹介 ＞ 情報公開 ＞ 大学運営に関する情報＞ 学部等の設置に係る

情報 

■中期目標・中期計画 

https://www.u-toyama.ac.jp/outline/goal-plan/plan/ 

HOME ＞ 大学紹介 ＞ 中期目標・中期計画・年度計画 

■法人評価，認証評価，自己点検・評価 

https://www.u-toyama.ac.jp/outline/goal-plan/assessment/ 

HOME ＞ 大学紹介 ＞ 中期目標・中期計画・年度計画 ＞ 大学評価 

 

また，学生はインターネットを介した「学務情報システム（ヘルン・システム）」により，

学籍情報照会，シラバス閲覧，履修登録，成績照会を行うことが可能であるとともに，PC

やスマートフォン等から休講・補講等の情報を確認することができるよう，アプリケーシ

ョン「とみだい iNfo」を公開している。 

 

16．教育内容等の改善のための組織的な研修等 

（１）全学的な取組状況 

本学では，教育・学生支援機構の下に，教育担当理事をセンター長とした，「教育推進セン

ター」を設置し，教育の質保証や教育評価，全学的ＦＤの企画立案・実施・評価等を行ってい

る。 

また，大学の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため，全学的に職務関連研修を

実施するほか，大学職員に必要な知識・技能を習得させ，必要な能力及び資質を向上させるた

めに以下の取組を実施している。 

① 個人情報保護に関する研修会（役員及び教職員を対象に個人情報保護管理への理解と

意識向上を促すために講義形式で研修を実施するもの） 

② コンプライアンス教育及び研究倫理教育（非常勤職員も含めた全研究者を対象に研究

者の倫理観を醸成し，研究活動における不正行為及び研究費の不正使用を事前に防止す

るために，CITI Japan プロジェクトによる e-ラーニングを実施するもの） 
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③ 情報セキュリティ研修（本学において情報システム利用ユーザ ID を使用する派遣社

員を含めたすべての教職員を対象に，本学における組織的な情報セキュリティ水準の向

上を促すために，e-ラーニングを実施するもの） 

④ 事務系職員スキルアップ研修（事務系職員を対象に，本学職員における階層（フレッ

シュ～マネージャークラス）ごとに求められる必要な知識を学ぶために，e-ラーニング

を実施するもの） 

 

（２）経済学部経済経営学科における取組 

経済学部経済経営学科では，学部における教育内容及び教育方法の改善等を図るため，ＦＤ

委員会を設置する。ＦＤ委員会では，主として教育方法の改善や学生支援に関すること等をテ

ーマに，秋・冬の年２回を目途にＦＤ研修会を開催する。 

 

17．社会的・職業的自立に関する指導等及び体制  

（１）教育課程内の取組 

 地域と連携した科目として「地域ビジネス特殊講義」や「地域政策特殊講義」といった，

地域の企業や政府・行政機関から提供いただく特殊講義を毎年度開講し，現実社会で問題や

話題になっているテーマについて，実際に社会で活躍している方々が講師を務める講義を受

講することで，社会的な課題に対する理解を深め，課題解決のための幅広い視野を身につけ

実践力を養うこととしている。 

 

（２）教育課程外の取組及び適切な体制の整備 

本学では，教育・学生支援機構就職・キャリア支援センターを中心に教育課程外において

も，インターンシップを含め学生の幅広い体験・学修の機会を設けて社会的・職業的自立を

支援しており，専門的な学びだけではなく人間として社会人としての総合力の向上を図って

いる。更に同センターでは，１年間を通じて多様な就職セミナー・ガイダンスを実施してお

り，これらは単に就職活動を支援するだけでなく，これから社会を生き抜くための人間力の

形成に結びついている。 

 

（３）適切な体制の整備 

 本学では教育・学生支援機構就職・キャリア支援センターを中心とした就職支援体制を構

築している。本センター会議の委員には，各学部から１名以上の教員も参加し，センターと

学部との連携の下で社会的・職業的自立に向けた取組を推進している。 
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